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こども・若者支援を行う民間シェルター団体

における

取組の事例集

この事例集は、令和６年度子ども・子育て支援等推進調査研究事業「こども・若者の

居場所に係る好事例収集及び効果的な運用等の検討に関する調査研究」において実施

したヒアリング調査やインタビュー等の結果をもとにして、こども若者シェルターを

運営している団体の取組内容について整理したものです。紹介する事例は主にこども

若者シェルター・相談支援事業開始前の内容であり、団体によっては複数の事業を組

み合わせて実施している場合もあるため、必ずしもすべての内容がガイドラインと完

全に一致しているとは限らない点に留意して参照してください。



はじめに

こども・若者の中には、一時保護施設等における集団生活や生活上のルールになじめな

い者や、年齢等の事情により一時保護等の対象とならない者が一定数存在しており、この

ようなこども・若者に、安全な環境を確保することが喫緊の課題となっています。

 近年、このようなこども・若者の安全な環境の迅速な確保を図るために、一時的に宿

泊可能な施設を提供して日常生活上の援助を行うとともに、退所後の生活に向けた支援を

行う、いわゆる民間シェルターの取組が進められています。

こうした取組の重要性に鑑み、令和５年 12月 22日に閣議決定された「こども未来戦

略」の「加速化プラン」等を踏まえ、令和６年度から、新たに予算事業として民間シェル

ターの取組に対して補助を行う「こども若者シェルター・相談支援事業」（以下、「事業」

という。）が創設されました。今後、各都道府県等（都道府県、指定都市及び児童相談所

設置市）が本事業によるこども若者シェルターの整備を進めるにあたって、適切な運用が

図られるよう、親権等との関係を踏まえた適切な対応のあり方や、こども・若者のニーズ

に応じた必要な支援内容、シェルターに入所中のこども・若者の権利擁護等について整理

する必要があることから、国は、「こども若者シェルターに関する検討会」を開催して議

論を行い、「こども若者シェルター・相談支援事業に関するガイドライン」（以下、「ガイ

ドライン」という。）が策定されました。

そうした動きを受けて、この事例集は、こども・若者シェルターにおいてガイドライン

にのっとった運営が行われるように、こどもの権利を守りながら効果的な支援を実践して

いる事例を整理し、提示するものです。支援の具体的な工夫や運営上の留意点を明らかに

し、実践に役立つ知見を共有することを目指しています。

なお、この事例集で紹介する事例は、令和６年度子ども・子育て支援等推進調査研究事

業「こども・若者の居場所に係る好事例収集及び効果的な運用等の検討に関する調査研

究」（以下、「研究事業」という。）において実施したヒアリング調査（注１）やインタビ

ュー（注２）の結果をもとに整理しています（注３）。

（注１）ヒアリング調査は、こども・若者支援を行う民間シェルター団体を対象に行いま

した。なお、事例の一部には、令和５年度子ども・子育て支援等推進調査研究事

業「こども・若者の居場所の確保に関する実態把握のための調査研究」で行った

ヒアリング調査の結果も含めています。

（注２）インタビューは、民間シェルターに入所している（していた）こども・若者や、

民間シェルター団体と接点はあるがシェルターには入所していないこども・若者

を対象に行いました。

（注３）事例を整理する際に、ヒアリング調査やインタビューの結果をそのまま用いるの

ではなく、適宜、一般的な表現に変更しています。
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事例集を参照いただく際に留意いただきたいこと

○この事例集の「１．『こども若者シェルター・相談支援事業』の対象者や入所にあたって

の留意事項」から 「５．その他」にかけて紹介する内容は、次のような団体に対して実施

したヒアリング調査の結果をもとにしたものです。

図表 1 ヒアリング調査協力団体

団体 取組内容の特徴 （①主な活動やこども・若者を受け入れるきっかけ、②未成年のこ
どもの受け入れ状況、③一時保護委託の状況）

団体 A ① 活動当初は DV や性暴力被害に遭った女性とこどもの支援を行う中で、こども
シェルターを運営している他団体の出先として対応することが増え、現在に
至る。

② 未成年のこどもの受け入れあり。
③ 児童相談所からの一時保護委託はなし。

団体 B ① 活動当初は１人で活動を開始し、法人を立ち上げてからは徐々に活動が大き
くなった。組織的な活動としてシェルターを始めたと定義できるようなもの
としては、自傷行為が激しい子を受け入れたのが最初。

② 未成年のこどもは基本的には受け入れなし。

団体 C ① 活動の主軸は非行少年少女と直接関わり、再度非行を行わないようにサポー
トすること。

② 未成年のこどもの受け入れあり（基本的には義務教育中のこどもは受け入れ
なし）。

③ 児童相談所からの一時保護委託あり。

団体 D ① 行政につながりきらない状況のこども達、一時保護施設に入れないようなこ
ども達の声を多く聞く中で、民間シェルターを開始。

② 未成年のこどもの受け入れあり。
③ 児童相談所からの一時保護委託あり。

団体 E ① 母親の就労支援から家庭全体を支援する必要性を感じ、緊急的な窓口として
シェルターを開始。母親からの相談の流れでこどもが入所したり、手に職を
付けたい若者が入所したりする。

② 未成年のこどもの受け入れあり。
③ 児童相談所からの一時保護委託なし。

団体 F ① 本体業は自立援助ホームであり、シェルター機能も備えている。児童養護施
設から来るこども達のうち高校を辞めてしまうと居場所を失う方がいたた
め、居場所が必要だと考えてシェルターを開始。

② 未成年のこどもの受け入れあり（利用者のほとんどが未成年）。
③ 児童相談所からの一時保護委託あり。

団体 G ① 基本は障害者福祉分野の活動を行っていたが、逮捕され起訴猶予や不起訴処
分となったものの、社会での生活の中で生きづらさを抱えた方々へ支援を行
う入口支援も開始。居住支援法人を立ち上げ、福祉総合スペースを設置。

② 未成年のこどもの受け入れあり。
③ 児童相談所からの一時保護委託あり。

団体 H ① こども・若者への支援をしようと思い、自立援助ホームを主たる事業として
実施。シェルター機能も兼ね備えている。

② 未成年のこどもの受け入れあり。
③ 児童相談所からの一時保護委託あり。

団体 I ① 団体の活動はシェルター運営事業、自立援助ホームの運営事業、電話相談事
業の３つ。シェルターを始めたら電話が来るようになったため電話相談を開
始し、シェルターにこどもが入りはじめると出先がなく困ったため、自立援
助ホームも始めたという経緯。

② 未成年のこどもの受け入れあり。
③ 児童相談所からの一時保護委託あり。
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団体 取組内容の特徴 （①主な活動やこども・若者を受け入れるきっかけ、②未成年のこ
どもの受け入れ状況、③一時保護委託の状況）

団体 J ① 最初にこどもの遊び場所に関する活動から始まり、DVから逃げてきている、
親がどこかに行ってしまったなどの場合に緊急一時宿泊所としてシェルター
的に住む場所を提供したのが始まり。

② 未成年のこどもの受け入れあり。
③ 児童相談所からの一時保護委託なし。

団体 K ① 居場所、仕事のサポート、住まい（居住支援）の３つの事業を主に実施。代表
がこどもの貧困に関する活動が必要だと肌で感じて事業が立ち上がった経緯
あり。

② 未成年のこどもの受け入れは例外的にあり。
③ 児童相談所からの一時保護委託なし。

団体 L ① 成人女性の支援から活動が始まり、風俗・売春・水商売・パパ活といった性産
業に従事している方への支援を実施。

② 未成年のこどもは基本的には受け入れなし。

団体 M ① 若者支援が主軸。若者の就労支援、社会的養護を出たこどものアフターケア
事業、地域若者サポートステーションの事業等を実施。シェアハウスの形で
若者の居住受け入れをはじめ、その後自立援助ホームとして事業を開始。

② 未成年のこどもの受け入れなし。

団体 N ① 女性の人権ネットワークという形で事務所を開設。設立当初から様々な暴力
被害を受けた女性やこどもが殺到し、以来、女性やこどもへの暴力の根絶を
目指し活動してきた。市で起こった虐待死亡事案をきっかけに若年女性向け
のシェルターを開設。

② 未成年のこどもの受け入れあり。
③ 児童相談所からの一時保護委託あり。

団体 O ① 県域の NPO の中間支援組織であり、県内に NPO 法人を設立・運営したいとい
う方向けの相談支援を実施。居場所としてのコミュニティレストランの運営、
災害再生や生活困窮者等支援、外国籍の方の学習や日本語の授業も開始。

② 未成年のこどもの受け入れあり（外国籍のこども）。
③ 児童相談所からの一時保護委託あり。

R5団体 A ① NPO 法人の設立とともにシェルターも開所し、同時にスタート。弁護士を中心
とした有志のグループにより、こどもたちの緊急保護やシェルターの必要性
のもと数年間かけて準備をし、社会福祉法人の認証を得て NPO 法人から社会
福祉法人へと事業を継承。

R5団体 B ① 地域住民のつながりづくりの活動を市の経済局のコミュニティービジネスに
応募して活動を開始。設立してすぐに、火事で焼け出された高齢の女性を受
け入れ、地域の高齢者の緊急的な一時受け入れを実施。東日本大震災が起こ
り、緊急一時的に行き場のない方を当日でも受け入れるようになり、高齢者
以外にも障害のある方やこどもも含め受け入れを実施。

R5団体 C ① 所在する都道府県では自立援助ホームの利用が少ないという状況もあり、寄
付や助成金を利用しながら、少年院を退所したこども・若者の受け入れを実
施。

R5団体 D ① 若年女性でいわゆる夜職に従事する女性を対象としており、人身取引の中の
性的搾取をターゲットとして活動を開始。

R5団体 F ① 活動当初は個人的な動機をきっかけに１人で活動を開始。法人を立ち上げて
からは徐々に活動が大きくなった。組織的な活動としてシェルターを始めた
と定義できるようなものとしては、自傷行為が激しいこども・若者を受け入
れたのが最初であり、当時のインターン、スタッフ、ボランティア等と相談
し、受け入れを決めた。

R5団体 G ① 自立援助ホームを運営する中、児童自立生活援助事業が利用できないこども・
若者が一定数おり、制度を使わないが居住支援や就労支援を日常的に身近な
大人がサポートできるようにという目的のもと、今年度からシェアハウス型
の施設を開設。



3

団体 取組内容の特徴 （①主な活動やこども・若者を受け入れるきっかけ、②未成年のこ
どもの受け入れ状況、③一時保護委託の状況）

R5団体 H ① 事業自体はシェアハウス型の住居支援から始まったものであるが、児童養護
施設出身の若者がホームレスとなり保護したケースをきっかけに、シェアハ
ウスだけではなく、緊急性が高いこどもたちを受け入れられる場所を作らな
ければいけないと痛感し、シェルターを開始。

※「R5」と付記したものは、令和５年度子ども・子育て支援等推進調査研究事業「こども・若者の居場所の

確保に関する実態把握のための調査研究」で行ったヒアリング調査の結果を参照している。

○団体 Aから団体 Oの特徴を知る一つの手がかりとして、「未成年のこどもの受け入れの有

無」と「児童相談所からの一時保護委託の有無」により、下記のように団体を分類しまし

た。

図表 2 事例集における団体の分類

団体 C、団体 D、団体 F

団体 G、団体 H、団体 I

団体 N、団体 O

団体 A、団体 E、団体 J

団体 K

団体 B、団体 L、団体 M

○特に、「未成年のこどもを受け入れているシェルターでの受け入れ時の対応」、「入所前の

説明」、「親権者との関係」、「入所中に保護者から面会・通信の要請があった場合の対応」、

「児童相談所との関係」、「シェルターにおける生活上のルール設定」については、団体の

特徴により取組内容が異なることが考えられるため、団体の特徴ごとに分けて事例を紹

介しています。

○また、この事例集の「６．こども・若者の声」では、次のような、シェルターに入所して

いる（していた）当事者や、相談等によりシェルターを運営する団体とつながったがシェ

ルターに入所しなかった当事者の声を紹介しています。

（未成年のこどもの受け入れあり）

（未成年のこどもの受け入れなし）

（児童相談所

からの

一時保護委託

あり）

（児童相談所

からの

一時保護委託

なし）
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図表 3 インタビュー協力者

入所者

協力者 年齢（入所時） 性別

A さん 23 歳 女性

B さん 16 歳 女性

C さん 20 歳 男性

D さん 21 歳 －

E さん 16 歳 女性

F さん 20 歳 男性

G さん 18 歳 女性

H さん 16 歳 男性

I さん 19 歳 女性

J さん 16 歳 女性

未入所者

協力者 年齢（現在） 性別

K さん 18 歳 女性

L さん 17 歳 女性

M さん 21 歳 女性

N さん 20 代 女性

O さん 24 歳 女性
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１．「こども若者シェルター・相談支援事業」の対象者や入所にあたっての留意事項

（１） 対象者

研究事業で行ったヒアリング調査では、さまざまな背景を持ち、さまざまな状況にあるこ

ども・若者がシェルターを利用していることが分かりました。ここでは、各団体が運営する

シェルターにこれまで受け入れたことのあるこども・若者の例を示しています。事業の対象

となるこども・若者にはどのような方がいるのかを想定し、シェルターの機能や提供する支

援等に鑑みて受け入れ可能かを検討する際の参考になります。

事例紹介 1 対象者

事例１：保護者からの虐待を受けたこども・若者（団体 E、団体 F、団体 I、団体 K、団体 M、

団体 N）

・ 保護者による虐待 （保護者からの暴力、保護者からの金銭的搾取1等）があるケ

ース。

事例２：パートナーから DV2を受けた若者（団体 A、団体 E）

・ パートナーからの金銭的 DV や身体的 DV を受けて保護されるケース。

・ デート DV の被害を受けたケース

 中には、ネットで知り合った男性を信じて地元から別の都道府県に出てく

るケースもある。

 もともと親との関係が悪く、生きづらさを抱えているため、インターネッ

トを経由して騙されてしまうこともある。

事例３：親子関係の不調や家庭内に課題があるこども・若者（団体 C、団体 F、団体 H、団体

J、団体 L）

・ 親子関係の不調が背景にあるケース。

・ 親子間で暴力があるケース。

・ 家族と一緒に住むことのできない何等かの事情を抱えているケース。

・ 親が精神疾患を有しており、家庭での養育が難しくなったケース。

事例４：医療支援が必要なこども・若者（団体 D）

・ 自傷行為や希死念慮を抱えており、医療支援が必要なケース。

 他の施設では受け入れが難しくなり、シェルターにつながるケースもあ

る。

事例５：障害や発達特性を有するこども・若者（団体 E、団体 K）

・ 障害が原因で生活に困難を抱えているケース。

・ 発達特性があり、日常生活を送ることに苦労したり、金銭管理ができず困窮し

たりするケース。

事例６：複合的に困難な状況にあるこども・若者（団体 I、団体 M）

・ 一つの要因だけでなく、虐待による生活困難、親や社会から適切な支援を受け

られなかったことによる孤立、発達障害や精神的な課題により学校や家庭に適

1 アルバイトで得たお金を親が取り上げて使ってしまうといった例が考えられる。
2 ここでは、配偶者や恋人など親密な関係にある、又はあった者から振るわれる暴力のことを言う。
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応できないなど、複数の課題が絡み合っているケース。

・ 主訴としては生活困窮であるが、背景に親子関係の不調や虐待経験といった事

情があり、心理的ケア等を十分に受けられずに課題を抱えたまま社会に出てい

るケース。

事例７：社会的に孤立している・地域に居場所のないこども・若者（団体 C、団体 K）

・ 地元を離れたが頼れる友達もおらずホームレスになってしまったケース。

・ 地域の不良仲間や非行グループから抜け出すために入所するケース。

・ 住み込みの就労体験を行うが、仕事を辞めたことで住む場所を失い、相談に来

るケース。

また、未成年のこどもを受け入れているシェルターでは、受け入れ時に次のような対応を

する事例がありました。

事例紹介 2 未成年のこどもを受け入れているシェルターでの受け入れ時の対応

児童相談所からの一時保護委託がある団体

事例１：夜間の保護と緊急対応（団体 D）

・ 未成年のこどもが深夜に街を徘徊しているケースに対応するため、夜間にパト

ロールをしてアウトリーチを実施している。帰宅できない、または家庭に戻る

ことを拒否している未成年を見つけた場合、すぐに弁護士に連絡を取り、法的

な問題を整理した上で、一時的にシェルターで保護するケースがある。

・ 翌日には児童相談所へ繋げ、より長期的な支援を検討する。この対応により、

未成年が犯罪や搾取に巻き込まれるリスクを軽減し、安全な環境で支援を受け

られるようにしている。

事例２：入所後の方針に基づいた説明（団体 F）

・ 一時保護で未成年を受け入れる場合に、次の方針に整理して対応を検討する。

その際、こどもに２か月後にはどのようになっていたいかを尋ねた上で、尊重

しながら、一時保護の過ごし方等をこどもに説明する。

 家庭復帰を見据えたケース ：家庭復帰を見据えた関係調整を行い、児童相

談所から家庭へ戻すことを想定した対応を行う。

 自立支援を見据えたケース：家庭復帰が困難で、長期的に支援が必要な場

合には、自立支援いつなぐことを想定した対応を行う。

事例３：児童相談所との連携による受け入れ（団体 G）

・ シェルターの入所者が行き先のない子やご飯が食べられない子を連れてきたり

する場合がある。そういったこどもを支援する際は、担当する児童相談所に連

絡をとり、児童相談所に許可をもらい、一時保護委託にしてもらうということ

がある。

児童相談所からの一時保護委託がない団体

事例４：未成年者の安全確保と弁護士の関与（団体 A）

・ 未成年のこどもから相談があった場合、まずは安全な場所で面談を行い、直接

シェルターの所在地を伝えないよう配慮する。虐待や DV の可能性がある場合、

こどもが帰宅した際に危険が生じるかどうかを慎重に判断する。
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・ 特に、未成年のシェルター利用は法的な問題が伴うため、弁護士と連携しなが

ら注意を払う。シェルターへの入所が必要と判断された場合は、児童相談所と

も協議し、適切な手続きを経てシェルターへ案内する。

事例５：弁護士相談の活用（団体 K）

・ 未成年である本人から相談がある場合、弁護士会が運営しているこどもの人権

110 に連絡することが多い。未成年の場合は関係機関との調整を経た上での入

所となり、本人と一緒に関係機関に相談することが現状は多い。
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